
障害福祉サービス事業所（通所又は短期入所を除く）の取扱いについて 

 

今後の通所系又は短期入所を除く障害福祉サービス事業所における運営上の留意事項等に

ついては、次のとおりとなります。 

 

１ 訪問系サービスを提供する事業所 

   （対象となるサービス等） 

   居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護を実施する事業所 

 

  感染拡大防止の観点から、別添の「利用者の状況に応じた対応について（訪問系）」を 

 参照のうえ、適切な取組を行うこと。 

 

２ 入所施設・居住系サービス等について 

   （対象となるサービス等） 

  障害者支援施設および共同生活援助を実施する事業所 

 

（１）運営上の留意点について 

    感染経路の遮断の観点から、別添の「利用者の状況に応じた対応について（入所施 

設・居住系）」を参照のうえ、適切な取組を行うこと。 

 

 （２）人員基準の取扱いについて 

 今回の緊急事態宣言を受け、必要な人員を確保することができない場合について、 

「新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的 

な取扱いについて」（令和２年２月17日厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害 

福祉課事務連絡）に基づき、運営上差し支えない場合においては、サービス提供を認

めるとともに、減算措置の対象外とします。 

 

（３）報酬請求について 

①基本報酬について 

  緊急事態宣言の影響により、職員の確保が困難となった等で、基本報酬の算定区分

に影響が生じる場合においても、従前の配置人数に基づく報酬の算定を可能としま

す。 

②加算について 

加算の算定可否については、次表のとおりとします。 

加算区分 該当する加算の例 取扱い 

体制加算 
福祉専門職員等配置加算 

重度障害者支援加算 他 

従前の配置人数が加算の要件を満

たしている場合は、当該加算の算

定を可とする。 
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実績加算 
帰宅時支援加算、 

医療連携体制加算 他 

加算の要件となる支援を行ってい

ない場合は算定できない。 

 

３ 相談支援事業所（特定相談・一般相談）について 

（１）運営上の留意点について 

   国の通知により、感染予防のための柔軟な対応が認められていることから、下記の

とおり取り扱うものとします。ただし、この例外的な取扱いをする場合は、予め利用

者への説明を行ってください。 

   ①面談の実施について 

 「サービス利用支援（計画作成）」、「継続サービス利用支援（モニタリグ）」、 

「個別支援会議」などについては、電話やメールの方法で行うことを可能とします。 

②利用者同意署名について 

    サービス等利用計画案及びモニタリング報告書における利用者同意署名について 

は、郵送による対応を可能とします。 

 （２）報酬算定について 

相談支援事業所における各種加算の算定可否については、次表のとおりとします。 

加算区分 該当する加算の例 取扱い 

体制加算 
特定事業所加算 

行動障害者支援体制加算 他 

従前の配置人数が加算の要件を満

たしている場合は、算定を可とす

る。 

実績加算 

サービス担当者会議実施加算 

サービス提供時モニタリング加算 

 他 

加算の要件となる支援を行ってい

ない場合は算定できない。 

※居宅等への訪問または会議の開

催が要件となっている加算につい

ては、電話等に代えることで算定

することはできません。 

 

 

 

 



利用者の状況に応 じた対応について (訪問系)

1.感染防止に向けた取組

訪問系

(1)施設等における

取組

(感染症対策の再徹底)
○ 感染防止に向け、職員間での情報共有を密にし、感染防止に向けた取組を職員が連携して推進
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(2)職員の取組

(感染症対策の再徹底 )
○  「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版」等を参照の上、マスクの着用を含む咳エチケットや手洗い、アルコール消
毒等を徹底

○ 出勤前に体温を計測 し、発熱等の症状が認められる場合には出勤を行わないことを徹底
○ 感染が疑われる場合は、「 新型コロナウイルス 感染症についての相談・受診の目安」を踏まえて適切に対応
○ 職場外でも感染拡大を防ぐための取組が重要。換気が悪く、人が密に集まって過ごすような空間に集団で集まることを避ける等の
対応を徹底

(3)ケ ア等の実施時
の取組

(基本的な事項)
○ サービス提供に先立ち、本人の体温を計測し、発熱が認められる場合には、「「新型コロナウイルス感染症についての相談・受診
の目安」を踏まえた対応について」を踏まえた適切な相談及び受診を行うよう促すとともに、サービス提供時は以下の点に留意
・ 保健所とよく相談した上で、居宅介護支援事業所等と連携 し、サービスの必要性を再度検討の上、感染防止策を徹底させてサー
ビスの提供を継続

・ 基礎疾患を有する者及び妊婦等は、感染した際に重篤化するおそれが高いため、勤務上の配慮を行う

。 サービスの提供に当たっては、サービス提供前後における手洗い、マスクの着用、エプロンの着用、必要時の手袋の着用、咳工

チケットを徹底。事業所内でもマスクを着用する等、感染機会を減らすための工夫

・ 可能な限り担当職員を分けての対応や、最後に訪間する等の対応
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